
１　議案

議案第25号　直接請求に必要な選挙人の数について

２　報告事項

① 選挙人名簿登録者数について

② 在外選挙人名簿登録者数について

③ 政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類に表示する

証票の交付状況について

④ 公職選挙法等の一部改正について

⑤ 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部改正について

３　その他

今後の委員会開催予定日時

・令和８年９月24日（木）　午前10時30分

・令和８年10月５日（月）　午前10時30分

・令和８年10月20日（火）　午前10時30分

議 題

９月７日（月）　午前10時30分

令和８年　第18回　福岡市選挙管理委員会



議案第25号

直接請求に必要な選挙人の数について

　地方自治法の規定による直接請求、市町村の合併の特例に関する法律の規定による合併

協議会設置の請求及び合併協議会設置のための選挙人の投票の実施の請求並びに地方教育

行政の組織及び運営に関する法律の規定による教育長又は委員の解職請求に必要な選挙人

の数を、令和８年９月１日現在の選挙人名簿に基づき次のように定め、告示するもの。

　　令和８年９月７日

福岡市選挙管理委員会

 委 員 長　　　冨　　永　　計　　久

１　地方自治法第74条及び第75条並びに市町村の合併の特例に関する法律第４条及び第５

　条に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数

26,643 人

２ 　市町村の合併の特例に関する法律第４条及び第５条に規定する選挙権を有する者の総

数の６分の１の数

222,024 人

３　地方自治法第76条、第81条及び第86条（区選挙管理委員に係る請求を除く。）並びに

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条に規定する選挙権を有する者の総数の

　80万を超える数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３

　分の１を乗じて得た数とを合算して得た数

266,518 人

４　地方自治法第80条及び第86条（区選挙管理委員に係る請求に限る。）に規定する選挙

　権を有する者の総数の３分の１の数

　東　区 人

　 博多区 人

　 中央区 人

　 南　区 人

　 城南区 人

　 早良区 人

　 西　区 人

（理由）

　地方自治法第74条第５項、第75条第６項、第76条第４項、第80条第４項、第81条第２

項及び第86条第４項、市町村の合併の特例に関する法律第５条第30項並びに地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第８条第２項の規定による。

57,397

61,066

89,499

69,544

57,044

73,880

35,620
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（参 考）

１　直接請求の内容について

(1) 地方自治法第74条

条例の制定又は改廃の請求（1/50）

(2) 地方自治法第75条

監査請求（1/50）

(3) 地方自治法第76条

議会の解散請求（80万を超える数×1/8＋40万×1/6＋40万×1/3）

(4) 地方自治法第80条

議員の解職請求（1/3）

(5) 地方自治法第81条

長の解職請求（80万を超える数×1/8＋40万×1/6＋40万×1/3）

(6) 地方自治法第86条

① 副市長、市選挙管理委員、監査委員の解職請求

（80万を超える数×1/8＋40万×1/6＋40万×1/3）

② 区選挙管理委員の解職請求（1/3）

(7) 市町村の合併の特例に関する法律第４条及び第５条

① 合併協議会の設置の請求（1/50）

② 合併協議会設置のための投票の実施の請求（1/6）

(8) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条

教育長、教育委員の解職請求（80万を超える数×1/8＋40万×1/6＋40万×1/3）

２　計算式

　１について

　　全　市 × 1/50 ＝ 26,642.78 → 26,643

　２について

　　全　市 × 1/6　＝ 222,023.16 → 222,024

　３について

　　全　市   ( － 800,000 ）× 1/8 ＋ 400,000 × 1/6

× 1/3  ＝ 266,517.37 → 266,518

　４について

　　東　区 × 1/3  ＝ 89,498.66 → 89,499

　　博多区 × 1/3  ＝ 69,543.33 → 69,544

　　中央区 × 1/3  ＝ 57,043.33 → 57,044

　　南　区 × 1/3  ＝ 73,879.66 → 73,880

　　城南区 × 1/3  ＝ 35,619.33 → 35,620

　　早良区 × 1/3  ＝ 61,065.33 → 61,066

　　西　区 × 1/3  ＝ 57,396.66 → 57,397

※ 端数は切り上げる。

171,130

221,639

106,858

183,196

172,190

208,630

1,332,139

1,332,139

1,332,139

＋ 400,000 

268,496
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報告事項２

８月21日～９月７日区委員会議決分　

区 分
前回

登録者数
前回以降の
新規登録者数

前回以降の
登録移転者数

前回以降の
抹消者数

今回
登録者数

東 区 148 0 0 1 147

博 多 区 111 0 0 0 111

中 央 区 167 0 0 2 165

南 区 171 1 0 0 172

城 南 区 85 0 0 0 85

早 良 区 140 0 0 0 140

西 区 101 0 0 0 101

福岡市計 923 1 0 3 921

在外選挙人名簿登録者数について
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報告事項３ 

政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類に表示する証票の交付状況につ

いて 

 令和12年６月30日を有効期限とする政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看

板の類の表示として用いる証票を前回報告以後下記のとおり交付した。 

記 

交付数 

１ 市議会議員選挙 

(1) 候補者等用  ４人（全交付数 61人） 

(2) 後援団体用  ５団体（全交付数 61団体） 

２ 市長選挙 

(1) 候補者等用 ０人（全交付数 ０人） 

(2) 後援団体用 ０団体（全交付数 ０団体） 
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  総行選第６４ 号 

総情適第３１ 号 

令和８年７月１７日 

各 都 道 府 県 知 事  

各都道府県選挙管理委員会委員長 

各 指 定 都 市 市 長  

各指定都市選挙管理委員会委員長 

総 務 大 臣 

公職選挙法及び特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等へ

の対処に関する法律の一部を改正する法律の公布について（通知） 

今国会において成立をみた公職選挙法及び特定電気通信による情報の流通によって

発生する権利侵害等への対処に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第 58

号。以下「改正法」といいます。）が本日公布され、令和９年３月１日から施行されま

す。 

選挙におけるＳＮＳの利用の在り方については、議員立法による公職選挙法の一部

を改正する法律（令和７年法律第 19号）附則第３項において、「選挙に関するインタ

ーネット等の利用の状況（略）その他の最近における選挙をめぐる状況に対応するた

めの施策の在り方については、引き続き検討が加えられ、その結果に基づいて必要な

措置が講ぜられるものとする。」と規定されました。その後、衆参各会派を代表する議

員で構成される「選挙運動に関する各党協議会」において、選挙におけるＳＮＳ利用

の在り方について議論が行われました。改正法は、昨年の参議院議員通常選挙や、今

年の衆議院議員総選挙における状況も踏まえ、この各党協議会において取りまとめら

れた内容が法制化されたものです。 

貴職におかれましては、改正法の内容を十分御理解いただくとともに、改正後の公

職選挙法（昭和 25年法律第 100号。以下「公選法」といいます。）の運用に遺漏のな

殿 

報告事項４　公職選挙法等の一部改正について
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いよう、下記事項に御留意いただくようお願いします。また、各都道府県知事及び各

都道府県選挙管理委員会委員長におかれましては、貴都道府県内の指定都市を除く市

区町村長及び市区町村の選挙管理委員会委員長に対しても、この旨周知いただくよう

お願いします。 

記 

第１ 公職選挙法の一部改正 

１ 電子メールを利用する方法による文書図画の頒布に係る規制の廃止 

インターネット等を利用する方法による選挙運動又は当選を得させないための

活動に使用する文書図画の頒布に係る規制のうち、電子メールを利用する方法に

よる文書図画の頒布に係る送信主体の制限等の規制を廃止し、現行のウェブサイ

ト等を利用する方法による文書図画の頒布に係る規制に統一するものとされたこ

と。（改正法による改正後の公選法（以下「新公選法」という。）第 142 条の４

及び第 142条の５第２項関係） 

２ インターネット等を利用する方法により人工知能関連技術を利用して作成され

た画像等が掲載された文書図画を頒布する者の表示義務 

人工知能関連技術を利用して作成され又は改変された画像又は映像（その改変

の内容が社会通念に照らして軽微であるもの又は実際に撮影されたものと誤認さ

れるおそれのないものを除く。）が掲載された次に掲げる文書図画をインターネ

ット等を利用する方法により頒布する者は、当該画像又は映像が人工知能関連技

術を利用して作成され又は改変されたものである旨が、当該文書図画に係る電気

通信の受信をする者が使用する通信端末機器の映像面に正しく表示されるように

しなければならないものとされたこと。（新公選法第 142条の５関係） 

・ 選挙運動のために使用する文書図画

・ 当選を得させないための活動に使用する文書図画であって、選挙の期日の公

示又は告示の日からその選挙の当日までの間に頒布されるもの 

３ 選挙に関しインターネット等を利用する者の責務 

選挙に関しインターネット等を利用する者は、公職の候補者に関し虚偽の事項

を公にし、又は事実をゆがめて公にして選挙の公正を害することがないようにし

なければならないものとされたこと。（新公選法第 142条の７第１項関係） 

7



- 3 -

第２ 特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する

法律（平成 13年法律第 137号）の一部改正 

１ 大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき選挙の公正に対する悪影響を軽減す

るための措置（改正法による改正後の特定電気通信による情報の流通によって発

生する権利侵害等への対処に関する法律（以下「新情報流通プラットフォーム対

処法」という。）第 27条の２関係） 

⑴ 大規模特定電気通信役務提供者は、その提供する大規模特定電気通信役務を

利用して行われる特定電気通信による情報の流通のうち、法令に違反する情報

の流通、虚偽の情報の流通、事実をゆがめた情報の流通その他の選挙の公正を

害するおそれのある情報の流通による悪影響を軽減するため、当該大規模特定

電気通信役務の特性に応じ、必要な措置を講じなければならないものとされた

こと。 

⑵ 総務大臣は、⑴に基づき大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき措置に関

して、その適切かつ有効な実施に資するために必要な指針を定めるものとする

ものとされたこと。 

⑶ 総務大臣は、⑵の指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならないものとされたこと。 

２ 大規模特定電気通信役務提供者の公表事項の追加（新情報流通プラットフォー

ム対処法第 28条第５号関係）

大規模特定電気通信役務提供者が毎年１回公表しなければならない事項に、１

⑴の措置の実施状況を追加するものとされたこと。

３ その他 

大規模特定電気通信役務提供者の指定等に関し所要の規定の整備を行うものと

されたこと。 

第３ 施行期日等 

１ 施行期日 

改正法は、令和９年３月１日から施行するものとされたこと。ただし、３の一

部及び４は、公布の日から施行するものとされたこと。（改正法附則第１条関係） 

２ 適用区分 
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新公選法の規定は、改正法の施行の日以後その期日を公示され又は告示される

選挙について適用し、改正法の施行の日の前日までにその期日を公示され又は告

示された選挙については、なお従前の例によるものとされたこと。（改正法附則

第２条関係） 

３ 経過措置 

大規模特定電気通信役務提供者の指定、罰則等に関し、所要の経過措置を設け

るものとされたこと。（改正法附則第３条から第６条まで関係） 

４ 検討 

⑴ インターネットを利用する方法による在外投票の導入については、在外投票

における郵便等投票の状況を踏まえつつ、選挙の公正を確保する観点から、投

票をしようとする選挙人が本人であるかどうかの確認を確実に行うための手段

に係る事項、選挙人が投票に用いる電子計算機の映像面において公職の候補者

に関し表示すべき事項及びその表示の方法その他の必要な事項について、この

法律の公布後１年を目途として検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措

置が講じられるものとするものとされたこと。（改正法附則第８条第１項関係） 

⑵ 選挙運動のためにする街頭演説その他公職の候補者等（公職の候補者又は公

職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。）をいう。）が実施する

演説を妨げる行為に対応するための施策の在り方については、政治活動の自由

に配慮しつつ、当該演説が選挙人の意思決定等のための重要な機会であること

に鑑み、その機会を保障する観点から、引き続き検討が加えられ、その結果に

基づいて必要な措置が講じられるものとするものとされたこと。（改正法附則

第８条第２項関係） 

以上 
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公職選挙法及び特定電気通信による情報の流通によって発生する 
権利侵害等への対処に関する法律の一部を改正する法律 概要

(1)電子メールを利用する方法による文書図画の頒布に係る規制の廃止

電子メールを利用する方法に固有の規制（送信主体の制限等）を廃止し、現行のウェブサイ

ト等を利用する方法に係る規制に統一する。

(2)インターネット等を利用する方法によりＡＩを利用して作成された画像等が掲載された文書

図画を頒布する者の表示義務

インターネット等を利用する方法により頒布されるＡＩを利用して作成・改変された画像又

は映像(※)が掲載された文書図画には、その旨を表示しなければならない。 

※改変が社会通念上軽微なもの、イラスト・アニメーションなど実際に撮影されたものと誤認されるおそ

れのないものは対象外

(3)選挙に関しインターネット等を利用する者の責務

選挙に関しインターネット等を利用する者は、公職の候補者に関し虚偽の事項を公にし、又

は事実をゆがめて公にして選挙の公正を害することがないようにしなければならない。

公職選挙法の一部改正関係 

(1)施行期日：令和９年３月１日

(2)以下の項目についての検討条項

①在外インターネット投票の導入

この法律の公布後１年を目途に検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講じら

れるものとする。

②街頭演説の実施を妨げる行為に対応するための施策の在り方

附則関係 

(1)大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき選挙の公正に対する悪影響を軽減するための措置

①大規模特定電気通信役務提供者は、選挙の公正を害するおそれのある情報の流通による悪

影響を軽減するため、当該大規模特定電気通信役務の特性に応じ、必要な措置を講じなけ

ればならない。

②総務大臣は、①の大規模特定電気通信役務提供者が講ずべき措置に関して、その適切かつ

有効な実施に資するために必要な指針を定め、公表するものとする。

(2)大規模特定電気通信役務提供者の公表事項の追加

大規模特定電気通信役務提供者が毎年１回公表すべき事項として、(1)①の選挙の公正に対す

る悪影響を軽減するための措置の実施状況を追加する。

情報流通プラットフォーム対処法の一部改正関係 
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総 行 選 第 ７ ３ 号 

令和８年７月３１日 

各 都 道 府 県 知 事 

各都道府県選挙管理委員会委員長 

各 指 定 都 市 市 長 

各指定都市選挙管理委員会委員長 

総 務 大 臣 

日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律の施行について（通知） 

第 221回国会において成立をみた日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正

する法律（以下「改正法」という。）は、令和８年法律第 73号をもって、本日公布さ

れました。 

今回の日本国憲法の改正手続に関する法律（平成 19年法律第 51号）の改正は、令

和元年及び令和４年に行われた、投票環境整備に関する３項目（開票立会人の選任に

係る規定の整備、投票立会人の選任要件の緩和及びＦＭ放送の放送設備による憲法改

正案の広報のための放送の追加）についての公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）の

改正と同様の改正を行うものです。 

貴職におかれましては、改正法の内容を十分御理解されるとともに、改正法による

改正後の日本国憲法の改正手続に関する法律（以下「新法」という。）の運用に遺漏

のないよう、下記事項に御留意の上、各都道府県知事及び各都道府県選挙管理委員会

委員長におかれましては、貴都道府県内の指定都市を除く市区町村長及び市区町村の

選挙管理委員会に対しても、格別の御配慮をお願いします。 

なお、改正法の施行に伴い、日本国憲法の改正手続に関する法律施行令（平成 22

年政令第 135号）等について所要の改正を行うこととしており、その内容については、

別途通知する予定です。 

殿 

報告事項５　日本国憲法の改正手続に関する法律の一部改正について
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記 

第１ 開票立会人の選任に係る規定の整備 

開票日に近接して現地で開票所を設ける場合の開票立会人の選任に係る規定を

整備すること。（新法第 76条関係） 

１ 政党等は、開票立会人を、開票区の投票人名簿に登録された者に限らず、当該

開票区の区域の全部又は一部をその区域に含む市町村の投票人名簿に登録された

者の中から届け出ることができるものとすること。 

２ 都道府県の選挙管理委員会が市町村の区域を分けて、又は数市町村の区域の全

部若しくは一部を合わせて、開票区を設ける場合において、当該開票区を国民投

票の期日前２日から国民投票の期日の前日までの間に設けたときは市町村の選挙

管理委員会において、当該開票区を国民投票の期日以後に設けたときは開票管理

者において、当該開票区の区域の全部又は一部をその区域に含む市町村の投票人

名簿に登録された者の中から３人以上 10人以下の開票立会人を選任し、直ちにこ

れを本人に通知し、開票に立ち会わせなければならないものとすること。 

第２ 投票立会人の選任要件の緩和 

市町村の選挙管理委員会は、投票立会人を、投票区の投票人名簿に登録された

者に限らず、国民投票の投票権を有する者の中から選任することができるものと

すること。（新法第 49条関係） 

第３ ＦＭ放送の放送設備による憲法改正案の広報のための放送の追加 

現行のＡＭ放送（中波放送）の放送設備に加えて、ＦＭ放送（超短波放送）の

放送設備によっても憲法改正案の広報のための放送をすることができるものとす

ること。（新法第 106条第１項関係） 

第４ 施行期日等 

１ 公布の日から起算して３月を経過した日（令和８年 10月 31日）から施行する

ものとされたこと。（改正法附則第１条関係） 

２ 新法の規定（新法第 106条第１項の規定を除く。）は、改正法の施行の日（以

下「施行日」という。）以後に投票人名簿の登録基準日がある国民投票について

適用し、施行日前に登録基準日がある国民投票については、なお従前の例による

ものとされたこと。（改正法附則第２条第１項関係） 
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３ 新法第 106条第１項の規定は、施行日以後に憲法改正発議日がある国民投票に

ついて適用し、施行日前に憲法改正発議日がある国民投票については、なお従前

の例によるものとされたこと。（改正法附則第２条第２項関係） 

４ その他所要の規定の整備がされたこと。 

以上 
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➤ 令和元年及び令和４年の公職選挙法の改正により、投票環境整備のための

法整備がなされている。 
令和元年の公選法改正（令和元年法律第１号） 令和元年５月８日成立（全会一致） 

令和４年の公選法改正（令和４年法律第 16 号） 令和４年３月 31 日成立（全会一致※） 

➤ これに伴い、憲法改正国民投票法についても、既に公職選挙法でとられている

投票環境整備に関する「３項目」につき、同様の規定の整備を行うこととする。 

② 投票立会人の選任要件の緩和

投票所の円滑な設置・運営を図るため、投票立会人の選任要件を緩和する 

✓ 各投票区の投票人名簿登録者 ⇒ 投票権を有する者

③ ＦＭ放送の放送設備による憲法改正案の広報のための放送の追加

日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律 概要 

（投票環境整備のための累次の公選法改正並びのもの） 

公布の日から起算して３月を経過した日 

平成 29 年の衆議院議員総選挙において、悪天候で離島から投票箱を運べ

なかった事例を踏まえ、安全・迅速な開票の観点から、開票日に近接して

現地で開票所を設ける場合の開票立会人の選任に係る規定を整備する 

✓ 開票日に近接して現地で開票所を設けることとなった場合の開票立会人

の選任規定を追加

✓ あわせて、開票立会人の選任要件を緩和

（各開票区の投票人名簿登録者 ⇒ 開票区を含む市町村の投票人名簿登録者）

① 開票立会人の選任に係る規定の整備

基幹放送事業者におけるＡＭ放送（中波放送）のＦＭ放送（超短波放送） 

への転換に伴い、ＦＭの放送設備でも憲法改正案の広報のための放送を 

することを可能とする 

施行期日 

【令和元年の公選法改正関係】 

【令和４年の公選法改正関係】 

（※ 本会議では、れ新のみ反対） 
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